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住民の目線での防災
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すまい つながり まち そなえ 心とからだ 暮しむき 行政

阪神・淡路大震災から５年、被災者から見た暮らしの再建課題
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阪神・淡路大震災で人的被害の原因となった住宅

• ２４万棟、４４万世帯の住宅が全半壊

• 人的被害　５，５００人の死者

　　　９割が自宅で発生

　　　９６．３％が即死
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生死を分けた地域コミュニティの存在

○数万人の生き埋め者を救出したのは主役の市民

○自衛隊、消防、警察が救出した生存者は合わせて
５，０００人

　

　　　　　自　衛　隊　　が救出した生存者　　　１６５人

　　　　消　防（神戸市）が　　　〃　　　　　７３３人

　　　　消防団（神戸市）が　　　〃　　　　　８１９人
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生命とくらしを守る対応
　・救助体制の確立
　・必要な物資の安定供給

自助・共助

被害を出さない
　・すまいが災害で壊れない
　・「そなえ」の知識がある

より良いくらしの創造
　・雇用・収入の安定
　・コミュニティ、人とのつながりが
　　保たれる

公助（行政による防災対策）

予防 応急

復興
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大都市での防災対策の方向性

災害が起きても被害が出ない環
境作りが最も重要、経済的
（災害に強い街づくり）
　　・木造密集地の改善
　　・建物、施設の耐震化　など

阪神・淡路大震災の犠牲の
８３％は建物倒壊が死因

関東大震災クラスの地震により、死
者約１５万人の被害想定

経済的に見ても、

阪神・淡路大震災では、
　・被害額概算　約９兆６千億円
　・関係予算経費　約５兆円

関東大震災クラスの地震により、
　・建築物・施設被害１００～１６０兆円、
　・経済活動被害１０５～１６５兆円
　　　　　　　　　(米リスクマネージメント・ソリューションズ社）

８３％
建物倒壊等
によるもの

４％　その他

　　１３％
焼死等に
よるもの
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老朽住宅密集市街地等の現状（東京都）

老朽住宅密集地域
　　・全国で約２５，０００ｈａ
　　・三大都市圏で約１６，０００ｈａ
　　・東京都で６，０００ｈａ

東京都で、地震による倒壊の
危険性の高い老朽住宅は約
１５２万戸（３１％）

昭和４５年以前木造

１２％

昭和５５年以前非木造等

１９％

昭和４６年
以降木造

　　３１％

３２％　昭和５６年以降非木造等

６％　不詳

倒壊の危険性の高い老朽住宅　約１５２万戸（３１％）
６



より良いくらしの創造を目指した復興支援

すまい

雇用
収入

・建物耐震化の推進

　（予防が復興への近道）

・地震保険の普及（住宅の再建）

・学校施設の耐震化

・学校を単位とした防災サークル

　の形成（ボランティアとの連携）

・災害文化の継承（防災教育）

・産業インフラの耐震化・強化

・地域経済の活用による復興　

まち（都市）

教育

くらし

生活基盤

住
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